
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告および附帯上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の、附帯上告費用は附帯上告人の各負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告指定代理人上田明信、同河津圭一の上告理由第一について。

　原判決が適法に確定した事実、すなわち、被上告人がいわゆる水虫（汗疱性白癬。

以下単に水虫という）に罹患し、その治療をした経過、国立Ｄ病院（以下単にＤ病

院という）とＥ大学医学部附属病院（以下単にＥ病院という）におけるレントゲン

線照射（以下単にレ線照射という）の時期、量、回数および部位、レ線照射と皮膚

癌の発生との間の統計的因果関係などの諸事実、とくにレ線照射と癌の発生との間

に統計上の因果関係があり、しかも、レ線照射を原因とする皮膚癌は他の発生原因

と比べると比較的多いこと、被上告人は、昭和二五年四月一九日から同二七年七月

二九日までの約二年三箇月の間にＤ病院で、前後四四回にわたり水虫にかかつてい

た左右足蹠の部分に合計五〇四〇レントゲン線量（以下単にレ線量という）の照射

を加え、本件皮膚癌は、その照射部分についてのみ発生したことの諸事実に徴する

と、本件皮膚癌の発生はＤ病院の本件レ線照射がその主要な原因をなしていると判

示した原判決の判断は、当審も、これを正当として肯認しえないわけではない。�

　もつとも、本件皮膚癌の発生した箇所についてはＥ病院でもレ線照射が加えられ、

また、Ｄ病院においても被上告人の他の身体部分についてかなり多量のレ線照射が

加えられたが皮膚癌が発生していないことは、論旨指摘のとおりであるけれども、

このような事実があるからといつて、前記原審の判断を違法とすることはできない。

　所論は、結局、採用しがたい。

　同第二、第三について。

　人の生命および健康を管理する業務に従事する医師は、その業務の性質に照らし、
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危険防止のため実験上必要とされる最善の注意義務を要求されるとすることは、す

でに当裁判所の判例（当裁判所第一小法廷判決昭和三一年（オ）第一〇六五号、同

三六年二月一六日民集一五巻二号二四四頁参照）とするところであり、したがつて、

医師としては、患者の病状に十分注意しその治療方法の内容および程度等について

は診療当時の医学的知識にもとづきその効果と副作用などすべての事情を考慮し、

万全の注意を払つて、その治療を実施しなければならないことは、もとより当然で

ある。

　ところで、原判決の適法に確定した事実、とくに水虫に対するレ線照射は根治療

法ではなく対症療法にすぎないこと、被上告人の左右足蹠についてそれぞれ合計五

〇四〇レ線量に達するＤ病院におけるレ線照射は、その総線量において一般に皮膚

癌発生の危険を伴わないとされていた線量をはるかにこえる過大なものであつたこ

と、しかも昭和二七年七月Ｆ大学医学部附属病院皮膚科Ｇ教授によりレ線照射によ

る色素の脱失や沈着などの皮膚障害を発見され、同教授の要請によりはじめてレ線

照射の治療が中止されたなど本件治療の経過に徴すると、レ線照射により被上告人

の水虫の治療に当つたＤ病院のＨ、Ｉ両医師としては、細心の注意を払つて皮膚癌

のような重大な障害の発生することのないよう万全の措置をすべき業務上の注意義

務を怠つた過失があるとした原判決の判断は、当審も正当として肯認しえないわけ

ではない。�

　所論中には、原判決の見解は医師に無過失責任を認めるか、または、医師の注意

義務を明示しない違法があるという部分もあるが、原判決は、水虫の治療としてレ

線照射をするにさいしては、その治療の効果と危険度とに照らしその時期、回数、

線量などについて細心の注意義務を払うべきにかかわらず、これを怠つて五〇四〇

レ線量という過大な照射をしたということに医師としての注意義務を怠つた旨を判

示しているのであり、右部分の論旨は、結局、失当といわざるを得ない。
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　なるほど、本件診療時の医学の水準（そして現在においても、水虫にレ線照射を

用いなくなつたことなどは別として、本質は異らないであろう）においては、レ線

照射による治療方法は、その効率をあげるためには同時に癌の発生を招来するかも

知れない危険度をともなうものであり、しかも、さらに、レ線照射が多ければ多い

ほど、その治療効果が大になることは容易に想像することができる。

　けれども、問題は、その病状と治療効果、そのおかす危険度との調和と、その治

療に当つての医師として払うべき注意いかんということでなければならない。論旨

のいうとおり、本件レ線照射により被上告人の水虫の病状は改善されたであろうが、

水虫の治療において原審認定のほどに過大なレ線照射をしてその治療効果を著しく

あげようと図ることは（他に研究目的があり、かつ、このことを患者が了承してい

た等特別の事情があるときには別に解する余地があろうが）医師の注意義務を十分

に尽くしているものとは解せられないのである。�

　したがつて、論旨は、結局、失当として排斥を免れない。

　附帯上告代理人音喜多賢次の上告理由第一について。

　原判決が適法に確定した事実、とくに被上告人（附帯上告人）が家業を継ぐ余地

も十分考えられること、将来法曹界に進出する可能性のあることなどの特別の事情

の存する本件においては、たとい、被上告人が、その両下腿を切断された傷害を受

けたとしても、この傷害により被上告人の蒙つた得べかりし利益の損失額は身体障

害のない場合の収入額の二割程度にとどまるとした原判決の判断を違法と解するこ

とはできない。�

　原判決には、所論のような違法はない。

　同第二について。

　原判決がその挙示の証拠のもとにおいて、適法に確定した事実関係に徴すれば、

原判決の算定した慰藉料の額をもつて違法ということはできない。
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　原判決には所論のような違法はなく、所論は、採用しがたい。

　よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文の

とおり判決する。

　　　　　最高裁判所第一小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　岩　　　田　　　　　　　誠

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　入　　　江　　　俊　　　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　長　　　部　　　謹　　　吾

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　松　　　田　　　二　　　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　大　　　隅　　　健　一　郎
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